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燃料油価格の高騰への対処を求める意見書 

 

「毎月勤労統計調査」によると、令和５年の一人あたりの現金給与の総額は３年連続でプラスとなる

一方、物価の上昇率は3.8％と高い水準となり、物価変動を反映した実質賃金は前年比2.5％の減少とな

り、減少は２年連続であることから、物価高騰対策が必要である。 

レギュラーガソリンをはじめとする燃料費は生活に密接に関連している。車両を利用する個人はもち

ろん、社会的にも輸送や製造など諸コストへの影響があることから、燃料費高騰は物価上昇の主要因で

あることは明らかである。 

これに対し政府においては燃料価格激変緩和対策事業を実施し、石油元売り事業者に対し燃料油の卸

売価格の抑制のための手当てを行うことで、小売価格の急騰の抑制を目指している。本事業は令和４年

１月以降、６度にわたり延長を繰り返してきたが、令和６年４月末以降の事業継続は不透明な状況であ

る。 

また、資源エネルギー庁は約62億円もの予算を投じて、本事業の検証のためにガソリン小売り価格の

調査を実施しているが、本調査の結果は非公表であり、本調査が価格抑制に寄与しているかは不明であ

ると会計検査院から指摘を受けている。本検証は、いわゆる「中抜き」の検証という側面があるが、本

検証自体、委託が繰り返され、「中抜き」と指摘されている。 

事業検証の必要性が生じる根本的な理由は、本事業が補助金による間接的な対策となっていることに

あり、トリガー条項をはじめとした減税による直接的な対策をすることが必要である。 

同時に、化石燃料に依存しない社会構造へと、早期に転換していく必要がある。 

 

よって八王子市議会は、国会及び政府に対し、下記の事項が速やかに実現されることを強く求める。 

 

記 

 

１．揮発油税・地方揮発油税の特例税率（例：ガソリンの場合、約25円/ℓ）の適用を停止する「トリガ

ー条項」について、現下の燃料油価格高騰を踏まえ、必要な期間にわたり凍結解除・発動すること。 

２．現下の情勢と緊急性に鑑み、燃料油価格の高騰への対処について施策を講じること。その際、並行

して、いわゆる「中抜き」の懸念などを含めこれまでの事業の効果や評価について、厳しく検証を行

うこと。 

３．クリーンエネルギー推進の観点から、電動自動車等への買換えインセンティブが高まる施策を充実

させ、再生可能エネルギーの導入促進と合わせることで、中長期的に脱炭素社会の実現に資するよう

対策を講ずること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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